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Zusammenfassung
Der Zweck dieser Abhandlung ist eine Untersuchung betreffend §672 des BGB. Der Verfasser 
richtet den Blickpunkt besonders auf die in Satz 2 von §672 festgelegte Notbesorgungspflicht 
des Beauftragten bei einem Auftragsvertrag. Diese Festlegung ist in Bezug auf zwei Punkte 
sehr interessant. Erstens macht diese Vorschrift klar, dass die Pflicht des Beauftragten andauert, 
obwohl der Auftrag erloschen ist. Der wichtige Punkt hier liegt in der rechtstheoretischen 
Erklärung, warum die Pflicht auch nach Erlöschen des Vertragsverhältnisses andauert. Zweitens 
setzt diese Bestimmung den Tod des Auftraggebers voraus und beinhaltet in diesem Sinn das 
Erbrecht. Es wird angenommen, dass eine Untersuchung, wie das deutsche Recht das Verhältnis 
zwischen dem Vertragsrechtssystem und dem Erbrechtssystem betrachtet, von Wert sein dürfte. 
Abschließend ist der Verfasser der Meinung, dass die obige Untersuchung Hinweise für das 
japanische Zivilrecht geben könnte. 
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Ⅰ　はじめに
本稿は、わが国の民法典における典型契約の一つである委任契約について、その終了に関わる規
定である654条における議論の示唆を、ドイツ民法672条の検討を通じて得ることを目的とするもの
ある。特に、委任者死亡のケースに焦点を当てて考察する。
わが国の民法653条は委任契約固有の終了事由を規定している。そして、同条 1 号は、委任者ま
たは受任者が死亡することをもって委任契約が終了すると規定している。そして、委任者死亡によ
り委任契約が終了した場合でも、受任者には674条による「応急処分義務」ないし「善処義務」と
言われる義務が存続することが定められている。構造としては、委任者死亡により委任契約は終了
しても受任者には応急処分義務が残るというものとなっている。これに対して、ドイツ民法672条は、
その第 1 文において、委任契約は委任者が死亡しても「疑わしきときは（im Zweifel）」委任は消
滅しないという解釈規定を置いている。つまり、当該解釈規定の及ぶ範囲で委任は委任者の死亡に
おいても消滅せず、存続するということになっている。そして、同条第 2 文は、例えば、委任者と
受任者が委任者死亡時に委任関係を消滅させるという合意があるような場合には、第 1 文にもかか
わらず、委任は消滅するものの、受任者には、応急処分義務（Notbesorgungspflicht）が存在する
としている。構造としては、委任契約は委任者の死亡により委任は消滅しないが、それでも消滅事
由が満たされ消滅する場合には、受任者に応急処分義務が課されるというものとなっている。
わが国の委任規定は委任者死亡が委任契約終了事由としているのに対して、ドイツ民法の規定は
終了しないという解釈規定が置かれている点が大きく異なってはいる。しかし、委任が消滅した以
上は、受任者に応急処分義務が課されるという点ではまったく相違ないのである。そのような意味
で、ドイツ民法672条第 2 文に規定される応急処分義務の議論を参照することは一定の意義がある
と考える。筆者は、次章に示す 2 つの視点からドイツ民法672条を検討する。
Ⅱ　ドイツ民法672条検討の視点
第一の視点は、継続的取引が含まれるところの委任契約について、その終了後に契約当事者には
一体何が起こるのか、というものである。上述したとおり、委任契約は委任者の死亡を事由として
消滅するというのがわが国の民法653条 1 号の規定である。ドイツ民法においても当事者のあらか
じめの合意などによる場合は委任者死亡により委任は消滅する。にもかかわらず、わが国の民法
654条やドイツ民法672条第 2 文は、受任者に応急処分義務が課されるとしている。この受任者の権
利と義務は法的観点からどのように根拠づけられるものであろうかという問題意識に基づいて検討
する。
第二の視点は、わが国の応急処分義務規定もドイツ民法のそれもともに、契約法の中におかれた
規定でありながら相続法理との関係が文言上規定されているというところに置かれている。委任者
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死亡後に受任者が委任契約に基づいて委任者の生前の意思を実現する法理として「死後委任」とい
う問題が存在している。これは、相続法理の脱法ではないかという厳しい反論に象徴されるように、
わが国の民法においてもドイツ民法においても一つの争点となっている。わが国に目を向ける場合
には、死後委任のケースにおける受任者の権限の範囲がさらなる問題点となる。そこで、応急処分
義務発生した場合における受任者の権限の範囲を参考として死後委任における受任者の権限範囲を
確定してはどうかという提案もなされている。そのような提案に何らかの応答を見出すことも本稿
の狙いの一つである。
Ⅲ　ドイツ民法672条の応急処分義務の議論
１　ドイツ民法672条総論
ドイツ民法672条の規定は次のようなものである。
第672条
委任は、疑わしきときは、委任者の死亡または行為無能力の開始により消滅しない。委任
が消滅する場合において、遅延により危険が生じるおそれがある場合には、受任者は委任者
の相続人または法定代理人が他の方法により処理することができるまで委任事務の処理をな
すことを要す；委任はこの限度において存続するものとみなす。
本稿は、この規定の「委任が消滅する場合において、・・・」から始まる第 2 文を直接の研究対
象とするものであるが、本稿の立法趣旨や第 1 文の概要など、第 2 文に密接に関係する事項につい
ても簡潔に整理することとしたい。
以下に、672条立法趣旨などについて、Michael Martinekの解説を中心に整理する。
Martinekは672条の趣旨について、以下のように述べている。すなわち、BGB（民法典）は、ま
ず第一に672条 1 文において、委任が委任者の死亡により消滅しないという反論可能な解釈規定（「疑
わしきときは」）を置いた。その結果、この規定は、疑わしきときに委任関係が消滅へと導かれる
ところの673条 1 文1の解釈規定との区別を際立たせている。このことは、包括承継のやり方におけ
る相続人もまた、委任者としての被相続人の法律上の地位に就くということを意味するとしている2。
続けて、立法経緯について、次のように述べている。「この規定は、BGB（民法典）の成立にお
いて非常によく議論が行われた。第二委員会においては、以前の法秩序における長い伝統を引っ張
り出すことが可能であるところの反対の解釈規定を立案するための提案さえもなされたのであった
（そして否決された）。実際に、ローマ法および共通法においては、特別な信頼関係から導き出され
 
1 　ドイツ民法673条 1 文の規定は「委任は、疑わしきときは、受任者の死亡により消滅する。」というものである。
2  　Michael Martinek, J.von Staudingers Kommentar zum Bürgerlichen Gesetzbuch mit Einführungs-Gesetz und 
Nebengesetzen §§675-704, 2006, S.318 Rn.2
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る契約当事者の原則、すなわち、委任は、委任者、あるいはまた、委任の受任者の死亡により消滅
するという原則が認められていた。mandatum mort solvitur（委任は死亡により解消する）。その
中には、伝統からの別離に関して、および、新たな解釈規定に向けられることに関して、合理的な
理由が存在した3。そこにおいては、（どのような場合であっても暫定的な）委任関係の存続による
委任者の相続人の利益、および同様に、一目瞭然な法律関係における法律上の取引の利益が中心的
な位置を占める。民事訴訟法（ZPO）86条（代理権授権者の死亡による訴訟代理権の存続）におけ
る民事訴訟法や、商法典（HGB）52条 3 項（企業所有者の死亡における業務代理権の存続）にお
ける商法典もまた、相応する諸規定を知っており、したがって、立法者には「現代の規定」として
の洗練された解決であるように思われる。同時に立法者は、委任関係の存続について法律の解釈規
定が委任者の行為無能力の事例にも及ぶことを、並行して設置してさせた4。これに対してもまた、
拒絶が蜂起されたが、第二委員会はこの決定についての削除提案を否決した5。これに関して、決
定的であったことは、委任者の利益は、委任の存続自体において存在するということであった。そ
こにおいては、むしろ、委任者の法律上の代理人は、受任者との関係において委任者のことに関し
て、行動することができるということである」としている6。
また、立法経緯の問題とは異なるが、Detlev Fischer は、その他の大陸法体系を参照し、ドイツ
民法672条の委任存続の解釈規定が、その他の法秩序、すなわち、スイス債務法405条、オーストリ
アAGBGB1022条 1 文、フランス民法典2003条、イタリア民法典1722条 4 項とは異なったものとなっ
ていることを指摘している7。
Martinekはさらに続けて第 1 文と第 2 文および674条との関係について以下のように説明する。
「「疑いなく」委任者の死亡または行為無能力の事例に関してあらかじめ考慮されているという理由
で、第一文の解釈規定とは逆に、委任が消滅する事例に関しては、受任者に、相続人あるいは法定
代理人がその他の方法により処理をするまで、672条第 2 文は、応急処分義務を課している。この
規定は、責めなき不知において受任者の信頼が委任の存続について保護されるという674条の規定8
との関係性において理解されなければならない。というのは、受任者が委任者の死亡または行為無
能力の開始によって委任の消滅したことを不知であるかあるいは知っていなければならないという
限りにおいては、委任は、674条に従い、受任者の有利になるように存続するものとして有効である。
それとは反対に、674条は、受任者の負担にならないように作用する。したがって、受任者が消滅
を知っていたにもかかわらず、672条 2 文による応急処分義務について有責に違反をした場合にの
み、不作為は受任者の不利益となる」とする9。
 
3 　MotiveⅡ574ff. ProtokolleⅡ371ff Vgl. Martinek, aaO, Rn2
4 　MotiveⅡ548ff. Vgl. Martinek, aaO, Rn2
5 　ProtokolleⅡ373, 516 Vgl. Martinek, aaO, Rn.2
6 　Martinek, aaO, Rn.2
7 　Detlev Fischer, Bamberger/Roth Kommentar zum Bürgerlichen Gesetzbuch, 2012 Bd 2 3Aufl. S.664 Rn.1
8  　ドイツ民法674条の規定は、「委任が撤回以外の方法により消滅したときは、受任者が消滅知った時または消滅を知ることがで
きるようになった時まで、委任は受任者のために存続するものとみなす。」というものである。
9 　Martinek, aaO, S.319 Rn.3
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Martinekは、672条の適用範囲については次のよう述べている。「672条の規定は、利害関係者が
異なった取決めには適合していないという範囲において、事務の処理を対象としているところの雇
用契約および請負契約において相応する適用（675条 1 項）を見出すことができる。この反論可能
な解釈規定は、168条第 1 文によって、委任または事務処理契約と結びついた代理権にも及ぶ。そ
れに加えて、この規定は、不動産登記法（GBO）29条による土地登記簿取引における代理権の証
明に適用される。土地登記官は、不動産登記法（GBO）29条の方式が保たれている場合には、代
理権の存在を出発点としなくてはならない。土地登記官は、代理についての相続人の明示的な権利
が含まれていないことを好む（RGZ64,16）。このことは、商法典（HGB）12条 1 項および 2 項 1 文
に従い、商業登記法に転用されうる（OLG Hamburg DnotZ 1967,30）」としている10。
この他に、672条に不可欠な議論は、以下のような点であろう。委任者の死亡により委任者を相
続した者には、委任者が有していた671条11に基づく委任契約の撤回権が引き継がれる12。そして、
この相続人に引き継がれる撤回権は、生前の委任者と受任者との間に合意によって排除すること
ができないとされている13。さらには、委任者が死亡した後に初めて効力が発生するいわゆる「死
後委任」について、連邦通常裁判所（BGH））が、その効力について、受任者に一定の権限を認め
た14ことについて、学説においては、積極的に支持する見解15と、批判的な見解16が対立している状
況にあると言ってよい。
以上、672条の立法趣旨などを中心に概観した。
２　672条第２文（応急処分義務）に関する諸説
次に、672条２文の応急処分義務に関する諸見解を考察することとする。
① Michael Martinekの見解
Martinekは応急処分義務に関して以下のように述べている。まず、672条 1 文との関係で、同文
の解釈規定にもかかわらず、委任が消滅する場合について言及する。
「委任関係の終了が、委任者の死亡あるいは行為無能力の開始において合意されていたという理
由で、または、死亡の場合について条件付きの撤回により結果として生じるという理由で、672条
1 文の解釈規定が適用されないときには、通常の場合、契約関係は消滅する。委任により委任者に
対して既に生じている請求権および債務は、委任者の死亡において、委任者の相続人に移転する。
したがって、受任者は、とりわけ、委任者の相続人に対して計算提示（666条）および引渡し（667条）
 
10　Martinek aaO, S.319 Rn.4
11 　ドイツ民法671条 1 文の規定は、「委任は、委任者において何時でも撤回することができ、受任者において何時でも告知するこ
とができる。」というものである。
12 　Hans Herman Seiler, Münchener Kommenrtar zum Bürgerlichen Gesetzbuch Bd4 Schuldrecht-Besonderer TeilⅡ 
§§611-704, S.2409 Rn.5; Reiner Schulaze, Bürgerliches Gesetzbuch Handkommentar,2009 S.936 Rn.3, usw.
13　Martinek, aaO, S.320f. Rn.7; Hartwig Sprau, Palandt Bürgerliches Gesetzbuch,2010 S.1073 Rn.1,usw.
14　BGH NJW 1969, 1245 
15　Martinek, aaO, Rn7
16　Martin Schwab, BGB Schuldrecht, 2012 Bd 2, 2Aufl. S.3627 Rn.5
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を義務付けられる。反対に相続人は、彼の側において、すでに発生している受任者の費用および損
害の償還ないし賠償請求権を充足することを義務付けられる。委任者の行為無能力の開始において
委任関係が消滅する場合には、このことは、清算段階において法定相続人が負担する」17。
続けて応急処分義務の意義について説明する。「672条 2 文が明らかにしているように、委任関係
の消滅が常に更なることなしにすぐさま清算段階へと導くわけではない。むしろ、この規定は、委
任関係の消滅において「遅延により危険を生ずるおそれ」であるところの処理の事例に関すること
に当てはまる。そして、つまりは、受任者は、死亡した委任者の相続人あるいは行為無能力となっ
た委任者の法定代理人がその他の方法で処理することができるようになるまで、引き受けた事務処
理についての責任を負担し続けるのである。この応急処分義務は、言うまでもなく、消滅事由の開
始を知ったときにのみ存在する。応急処分義務は、相続人あるいは法定代理人が、その他の手段に
より処理または配慮することができることに関する行為の可能性を有するや否や、消失する。相続
人または法定代理人が、この可能性を事実上使用するかどうか、および、事務処理をするための行
為をするかどうかは重要なことではない。相続人または法定代理人がその行為に関する配慮の可能
性を有するかどうか、また、何時有するのかは、その状況における客観的観察者の観点から決定さ
れる。672条 2 文の法律は、委任事務の処理を「継続」することについて述べている。この文言の
選択は以下の承認を惑わすものではない。すなわち、受任者の応急処分義務は、これが委任の執行
によってすでに死亡事例の前にあるいは行為無能力の開始前に始まっていた場合にのみ存在すると
いうことである18。受任者は、まったくもって、始まってはいなかったが、しかし、引き受けた委
任を、応急処分の要件の下で履行しなければならない。委任関係が、委任者の財産における支払不
能によって消滅する事例に関しては、115条 2 項において、特別の応急処分義務が用意されている。
破産規則（InsO）116条により、事務処理契約の消滅においてもまた破産手続の開始により適用さ
れる」19。
さらに、応急処分義務の範囲などに触れている。すなわち、「応急処分義務の存在している間、
672条 2 文最後の部分に基づいて「存続する限度で」委任も適用され、そして、そこからさらに、
すべての委任の法的効力が広げられる。応急処分は法律的に擬制された委任関係を変更する。しか
し、受任者は、672条 2 文の応急処分義務の遂行において、契約上の委任契約の範囲で行動するも
のであり、かつ、何らかの事務管理をする者になるのではない。応急処分に関して、受任者は権限
づけられ、かつ、義務の負担をしている。受任者が過責により応急処分を行わず、または、劣悪に
実行した場合には、受任者は損害賠償義務を負担する。受任者の責任は履行利益の負担である。委
任された行為が延期不可能なものに属する場合には、受任者はその行為を完全に実行しなければな
らない」としている20。
 
17　Martinek, aaO, 322f. Rn13
18　MotiveⅡ548, Vgl. Martinek, aaO, S.323 Rn.14
19　Martinek, aaO, Rn14
20　Martinek, aaO, S.323f. Rn15
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最後に672条 2 文と674条の関係などについて、「672条 2 項最後の部分により存続するものと擬制
されかつ応急処分によって変更された委任関係は、委任の実行により相続人あるは法定代理人に利
益がない場合には、彼らにより、671条 1 項に従い撤回されうるものである。それとは逆に、受任者は、
受任者の応急処分義務を671条 1 項におる告知により免除されるわけではなく、671条 2 項による受
任者の告知権の制限に注意を払わなければならない。したがって、延期の危険における告知が常に
都合が悪いときの告知として描き出される場合には、確かに効力は有するが、しかし、告知につい
て都合が悪いときに重大な事由がすぐにではなく存在する場合には、671条 2 項 2 文の損害賠償義
務の結果をもたらす。以下のことについて注意しなければならない。674条の規定は、受任者に、
委任関係の消滅の責めなき不知において、受任者の委任関係の存続の信頼において保護していると
いうことである。というのは以下の理由による。受任者が委任者の死亡または行為無能力の開始に
よる委任の消滅について知っている限りにおいてまたは知らなければならない限りにおいて、委任
は674条に従い存続しているものとして受任者の有利になるように適用される。674条は受任者の責
任について効果を持つものではないので、受任者が672条 2 文による彼の応急処分義務の消滅を知っ
ていたにもかかわらず過責をもって違反した場合にのみ、受任者に無為のままであることについて
の賠償が負わされる」と説明している21。
② Hans Hermann Seilerの見解
Hans Hermann Seilerは、672条に関する著述の「存続の擬制（672条 2 文）」と題された項目に
おいて、以下のような見解を示している。
「行為遂行の遅延によって危険を生ずるおそれがある場合には、委任者の保護のために、委任は、
672条 2 項に従い、存続するものとして擬制される」とした上で、その要件について、次のように
述べている。「存続に関しては客観的要件のみが標準的なものである。一方当事者は、委任者に、
事務処理が開始しないことまたは中断することにより不利益を迫ってくるに違いない。その場合に
は、その判断について委任目的が基準となる。他方当事者は、（死亡した委任者の）相続人または（完
全な行為能力を有しない委任者の）法定代理人が、客観的な評価において、適時に委任を自ら遂行
することまたは別の補償の解決を手当てすることができる状況にはない、ということが必要である。
規定の保護目的からは、受任者の側における主観的な状況は些細なものであるという結果を生じる。
したがって、受任者が委任の消滅または危険な状況を知っているかどうか、あるいは、知っていな
くてはならないかどうか、あるいは、不利益であると知っているかどうかは問題とはならない」22。
そして、法律効果について説明する。すなわち、「上述における要件が満たされる場合には、続いて、
672条 2 文に従い、受任者の応急処分義務が発生することとなる。したがって、応急処分義務は委
任において確定された行為（その他）を行うものでなければならなない。このことから、672条 2
 
21.　Martinek, aaO, S.324 Rn.16
22.　Seiler, aaO, S.2409f. Rn.7
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文の最後の部分に従い、それ以外の委任権は適用可能なままであり、その結果、例えば、670条に従っ
て費用償還もまた延長されうる。しかしながら、672条 2 文の目的から、671条により告知が排除さ
れて、かつ、671条 2 項による結果のみが解除できないという結果を生じることとなる」23。
さらに、応急処分義務の終了について以下のように述べている。「擬制された委任は、―　一般
的な終了事由が起こった場合、その他、―　擬制の要件が満たされなくなるや否や終了する（危険
の終了、継受についての相続人他の資格）」24。
最後にSeilerは、受任者の義務違反について言及している。すなわち、「672条 2 文に従った応急
処分義務は662条25に従った事務処理義務から導き出される。応急処分義務が責任を負担するべき
やり方において違反される場合には（280条 1 項 2 文）、これについての662条と同様の法律効果が
適用される。受任者に関する免責は、とりわけ、なるほど受任者が委任の消滅を知ってはいたが危
険を過責なくして誤認した場合に、結果として生じるものとなる」とする26。
③ Reiner Schulzeの見解
Reiner Schulzeは、応急処分義務に関して次のように説明する。「委任が第 1 文の推定とは逆に
消滅する場合には、受任者は第 2 文に従い応急処分義務を負う。委任契約の存続は、委任者の相続
人または法定代理人が自ら処理をなしうる時点まで、擬制される。この擬制の結果として、662条
以下が適用され、677条以下（事務管理）は適用されない。受任者が過責をもって応急処分義務に
違反する場合には、受任者は280条 1 項により、そのことにより発生した損害の賠償の責任を負う。
受任者が委任契約の消滅について不知であった場合には、674条および169条（代理権）が介入する。
委任者の破産に関する特別規定は、破産規則（InsO）115条 2 項、 3 項に含まれている」というも
のである27。
④ Hartwig Sprauの見解
Hartwig Sprauの応急処分義務に関する見解は以下のようなものである。
「応急処分義務、第 2 文。応急処分義務は、第 1 文における解釈規定とは逆に委任が消滅する場
合に適用される。行使が未だ開始されていない場合にもまた適用される。委任者の相続人あるいは
法定代理人が自ら事務の処理を行うるようになるまで、委任契約は存続するものとして擬制される。
過責による応急処分義務の違反は損害賠償義務を導く。受任者が消滅を知らない場合には、674条
が適用される」というものである28。
 
23　Seiler, aaO, S.2410 Rn.8
24　Seiler, aaO, S.2410 Rn.9
25 　ドイツ民法662条は、委任（Auftrag）の冒頭規定であり、次のようなものである。「委任の承諾により、受任者は委任者のより
委託された事務の処理を委任者のために無償で処理する義務を負う。」というものである。
26　Seiler, aaO, S.2410 Rn.10
27　Reiner Schulze, aaO, S.936 Rn.4
28　Sprau, aaO, S.1074 Rn.2
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⑤ Detlev Fischerの見解
Detlev Fischerは、その著述における「応急処分義務」という項目の中で以下のような見解を示す。
「委任者の死亡によって委任が消滅する場合には、受任者は、−不利益が迫っている限度におい
て−相続人または法定代理人がその他の方法によって処理ができるようになるまで、存続する委任
の範囲においてなお義務を負担する。受任者が当該義務を履行しない場合には、受任者は、履行利
益における損害賠償の義務を負う」29。
⑥ Kraus Peter Bergerの見解
Kraus Peter Bergerは、672条 2 文の解説として「応急処分義務および存続の擬制」という項目
を設けて以下のように述べている。
「第 2 文による応急処分義務および存続の擬制。第 1 文の解釈規定が介入せず、したがって、委
任契約が委任者の死亡により消滅する場合には、受任者は、彼の一般的な忠実義務および利益維持
義務としての表象として、第 2 文に従い、行動の遅延によって危険が生じる可能性がある場合およ
びその限度で彼に受け継がれた行為の処理を継続する義務を負担する。その義務は、受任者がいま
だまったく行使を始めていない場合に、相応して適用される。危険の判断については、委任者の相
続人が行動の遅延において不利益が迫っているかどうか、例えば、委任の目的が危険にさらされて
いるという理由などが重要である。相続人あるいは法定代理人が、自ら委任を行使しまたは賠償に
よる解決で処理されるという状況において客観的に判断される場合には、その義務はない、あるい
は、もはやなくなるのである。危険が存在する場合には、第 2 文の最後の部分は、委任が相続人あ
るいは法定代理委任により自ら行使できるまであるいは危険がなくなるまで、委任契約の存続が擬
制される。したがって、この期間に関しては、委任法（例えば670条）が適用され、事務管理は適
用されず、つまり、受任者は、法律上それゆえに修正された契約上の委任関係の範囲において、応
急処分義務の遂行において行動する。応急処分の前に受任者は委任者の相続人あるは法定相続人に
665条 2 文により通知をなさなくてはならない。それと結びついた遅延と危険がつながっているか
もしれないからである。応急処分義務の過責による違反は280条 1 項により受任者に損害賠償義務
を課すものである。委任者の死亡あるいは行為無能力の開始を受任者が不知である場合には、674
条に従い、委任は存続するものとして受任者に有利に適用され、これが第 2 文により行為しなくて
はならなくなるということはない。委任者の破産の事例については、破産規則（InsO）115条が存
続擬制についての受任者の善処行為についての対応規定の672条 2 文を含んでいる」としている30。
⑦ Martin Schwabの見解
Schwabは、応急処分義務のその意義と終了に関する説明を重点的に行っている。
 
29　Detlev Fischer, aaO, S.665 Rn.7
30　Kraus Peter Berger, Ermann Bürgerliches Gesetzbuch, 2014 14Aufl. S. 3014 Rn.4
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まず、その意義については以下のように述べている。「この規定は、−第 1 文の解釈規定とは異
なって−委任者の死亡が委任の終了を導く場合に介入する。この事例においては、相続人は、1922
条第 1 項31によらずして、契約の相手方として委任関係の中に入る。それにもかかわらず、相続人
の利益は、受任者が彼の行為を突然に中止する場合には、危険にさらされるかもしれない。したがっ
て、受任者は遅滞の危険において第 2 文により行動することが義務付けられる（いわゆる応急処分
義務）。委任の存続が擬制されることによって、662条以下の権利および義務が存続し続ける。その
結果、受任者は、委任者の死亡の後に費用が生じる場合には、相続人への669条の前払いと670条の
費用償還を延期することができる」とする32。
そして、「応急処分義務の終了」について以下のように説明する。
「応急処分義務は、その要件が消滅すればすぐさま、すなわち、危険が払しょくされるまたはそ
の状況において相続人が行為を受け継ぐことができるようになると、自ずから終了する。応急処分
義務は、受任者が、委任者が死亡した時点において、委任の行使が未だ始まっていない場合にもま
た存在する。もっぱら以下のことが重要である。委任の不行使が相続人の利益を危険にさらしてい
るかどうか、かつ、これがその危険を取り除くための処置を施すことができる立場にないかどうか
である。受任者による委任の（解約）告知は、第 2 文の文意により排除されるものではない。この
規定は、受任者を、彼が委任者の生きている時点で都合の悪い時に告知する場合よりも、不利益に
なるようにするものではない。それゆえ、告知は有効なものではあるが、規則的に、671条 2 項に
より損害賠償義務を導くものである。危険が迫っているにもかかわらず告知することは、常に、都
合が悪い時の告知を構成する。都合が悪い時期の告知について重大な事由が受任者受任者を援助す
る場合にのみ、受任者の賠償義務は回避される」としている33。
Ⅳ　総合的検討とわが国への示唆
１　一つの目の視点について
第Ⅱ章で示した一つ目の検討のための視点につて整理したい。すなわち、契約関係が終了した後
であるにもかかわらず、契約当事者に権利および義務が存続するということに関して、法的にこれ
をどのように説明するかという問題である。
まず、ドイツ民法672条 2 文の最後の部分の規定であるが、「委任はこの限度において存続するも
のとみなす」の解釈として、①から⑦までのすべての見解は、これを「委任契約関係の擬制」であ
るとしている。支配的な見解である。そしてSchwabは、「委任の存続が擬制されることによって、
662条以下の権利および義務が存続し続ける」としている34。委任契約関係の「擬制」というのは、
 
31 　ドイツ民法1922条 1 項の規定は、「人の死亡により（相続開始）、その者の相続財産（遺産）は、全体として、一人または数人の
他の者（相続人）に移転する。」というものである。
32　Schwab, aaO, S.3626 Rn2
33　Schwab, aaO, S.3628f. Rn.9
34　前掲注32、Schwabの見解参照。
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わが国には見られない考え方であり、その意味では示唆に富んでいるように思われる。権利および
義務が「擬制」によりそのまま存続するということは、かなり、堅固なかたちで契約関係が残存と
言うことを意味している。契約関係が終了したという前提があるにもかかわらず、このような関係
を維持するという考え方には注目するべきである。
その次に、応急処分義務は、「事務管理」ではないという法的性質論の説明がいくつかの文献によっ
て指摘されていることに注目したい35。応急処分義務の法的性質論の説明として、これもドイツで
はほとんどの学説によって支持されているとみられる。
さらには、法的性質論を積極的かつ具体的に説明した見解として、BergerとSeilerの見解がある。
Bergerは、応急処分義務を「一般的な忠実義務および利益保持義務」であると述べている36。これ
に対して、Seilerは、662条に従った事務処理義務から導き出されるものである37として、最終的な
根拠は委任契約の冒頭規定である662条であるという見方を示している。この法的性質論に関して
は、様々な見解が存在するように思われるが、わが国では決着を完全には見ていない問題に対する
ヒントがドイツ法に存在していると見ることも可能ではないだろうか。
２　二つ目の視点について
第Ⅱ章で示した 2 つ目の視点は、いわゆる「死後委任」を認めると考えた場合の受任者の権限範
囲について、応急処分義務の範囲が参考となるのではないかというものである。
これについて、わが国の民法654条の規定の文言を基準として検討すると以下のようになる。
第一に、わが国の654条には、「急迫の事情」という要件が存在している。これに対して、ドイツ
民法672条 2 文は、「遅延により危険を生ずるおそれ」の存在が要件となっている。文言上は、ドイ
ツ民法規定の方が具体的である分だけ要件を満たす状況が狭められていると見ることもできるが、
実質論的な観点からは、大差はないものと考えてよいのではないだろうか。
第二に、時限的な要件である。これは、規定の文言においてはわが国の民法の規定もドイツ民法
の規定もほぼ同じであると言える。受任者が応急処分義務を負担するのは、委任者の相続人が事務
の処理をできるようになるまでの期間だけ存続するということである。わが国の議論に対して参考
になると思われるのは、Martinekの見解である。すなわち、相続人は必要な事務の処理をするこ
とが「可能」な状態となればよいのであって、「この可能性を事実上使用するかどうか、および、
事務処理をするための行為をするかどうかは重要ではな」く、「相続人または法定代理人がその行
為に関する配慮の可能性を有するかどうか、また、何時有するかは、その状況における客観的観察
者の観点から決定される」としていることである38。
第三に、わが国の民法654条は、受任者らの応急処分義務の範囲について「必要な処分」という
 
35　前掲注20、Martinekの見解、前掲注30、Bergerの見解、前掲注27、Reiner Schulazeの見解参照。
36　前掲注30、Bergerの見解参照。
37　前掲注26、Seilerの見解参照。
38　前掲注19、Martinekの見解参照。
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要件を設けている。これに対して、ドイツ民法672条には、このような文言は見られない。ドイツ
民法672条 2 文の解釈においては、委任契約の内容を無制限にそのまま受任者が行うことが可能で
あるとしている。Martinekは、「存続する限度」で委任も適用され、「そこからさらに、すべての
委任の法的効力が広げられる」としている39。Seilerは、「応急処分義務は委任において確定された
行為（その他）を行うものでなければならない」とし40、Schwabは前述のとおり、「委任の存続が
擬制されることによって、662条以下の権利および義務が存続し続ける」としている41。いずれの
見解においても、委任契約関係で確定した受任者の権利および義務がそのまま応急処分義務におい
て擬制されるということとされている。
３　まとめ
ドイツ民法規定の委任終了の問題に関しては、解釈規定が適用される範囲で委任者が死亡しても
委任は消滅せず、存続するというものである。これに対しては、相続人が委任契約を撤回する権利
が存在している（ドイツ民法671条）。委任が事前の合意などにより委任者死亡により消滅する場合
であっても、委任契約において確定された内容がそのまま受任者の応急処分義務において擬制され、
存続し続ける。ドイツ民法の委任終了はこのような構造となっている。
本稿においては、ドイツ民法672条の第 2 文を中心に検討したが、応急処分義務においては委任
契約で確定した内容が 2 つの要件を満たす範囲で、そのまま擬制され存続し続けると言う点、また、
Martinekの見解に見られたように、応急処分義務存続の時限的要件に関しては、相続人が事務の
処理ができる状態になったと客観的に判断されることという「客観的可能性」が消滅時期の基準と
なることなどがわが国に対する具体的、直接的な示唆となったのではないだろうか。
なお、受任者の応急処分義務と「死後委任」の問題に関する議論については、今後さらなる検討
が必要であると考えられる。
 （2014年10月 5 日　ミュンヘンにて脱稿）
 （たにぐち　さとし・高崎経済大学経済学部教授）
 
39　前掲注20、Martinekの見解参照。
40　前掲注23、Seilerの見解参照。
41　前掲注32、Schwabの見解参照。
